ケイカン　ヒト　ホウ　1　ミンゾクガク　ト　ミンポウ　カラ　ノ　アプローチ by 川村  清志 et al.
115





























































































































































































平成 12 年 10 月から平成 15 年 3 月の約 2年半にわたった。一次調査では 2311 件の「文化












































































環境法研究 31 号 3 頁以下，吉村良一「景観保護と不法行為―国立景観訴訟最高裁判決の検討を中心
に―」立命館法学 310 巻 6 号 456(2224)頁以下など。
　17	前掲註 16 大塚では，この公害規制を「伝統的な警察規制」と述べている。
　18	京都地判昭和 48 年 9 月 19 日（判時 720 号 81 頁）「京都岡崎有楽荘事件」。判例注釈として，片山直也，
































　19	前掲註 16 阿部・淡路　29 頁以下。	

































































































　34	たとえば，前掲註 15 吉村，山田卓生「公法と私法」『山田卓生著作選集第１巻』（信山社・2010 年）57 頁，
水林彪「近代民法の本源的性格」民法研究 5号 (2008)ほか。
　35	民法領域の環境権の変遷につき，判例動向，社会状況に着目したものとして，大杉麻美「民法におけ
る環境権議論の変容」環境法研究 31 号 46 頁以下（2006 年），景観をめぐる判例の変遷につき，望月純「景



























































　38	世界遺産一覧表記載推薦書 1994 年 9 月日本国政府文化庁
























は 80 万人を上回る。1998 年に年間 100 万人を超えてからも増加を続け，2002 年には 150



































































































































制度で募集する棚田が 265 枚に増加したと紹介されている 51。棚田の所有者のひとりであ
る白尾藤雄さんが，高齢のために自作農を放棄せざるを得なくなったためという。記事に




































































































　54	最判平成 22年 6月 29 日（判時 1510 号 4頁）。一審京都地判平成 20年 9月 16 日（裁判所ウェブサイト）。
























（最判平成 18 年 3 月 30 日，原審東京高判平成 16 年 10 月 27 日，一審東京地判平成 14
年 12 月 18 日 57）
　56	たとえば，京都地判平成 22 年 10 月 5 日（判時 2103 号 98 頁）。原告は，マンション建築による景観
権侵害の根拠として，都市計画法 29 条 1 項違反および京都市風致地区条例違反を主張した。名古屋






びる道路である。大学通りは，幅員が約 44 メートルで，左右に各約 7.3 メートルの車道，
約 1.7 メートルの自転車レーン，約 9メートルの緑地，そして約 3.6 メートルの歩道が配










建物の高さを 10 メートル，ないし 20 メートル以内に制限している。
大学通りの景観は，昭和 57 年に東京都選定「新東京百景」，平成 6年に新聞社による「新・
東京街路樹 100 景」，「新・日本街路樹 100 景」に選ばれ，優れた都市景観として，マスメ
ディアなどにも多く紹介されている。
事件の概要
平成 11 年，被告 Yは，大学通りの南端の土地（以下本件土地）を取得し，14 階建て
のマンション（以下本件建物）を建築した 58。本件土地は，第 2種中高層住居専用地域に
指定されているが，この指定には，建物の高さに関する制限はない。本件建物は，当初高
さ 55 メートル 18 階建ての予定であった。しかし，国立市らの要請により，高さを最高
43.65 メートルの 14 階建てにすることで，認可され，平成 12 年 1 月に着工した。
　57	一審東京地判平成 14 年 12 月 18 日（判時 1829 号 36 頁），二審東京高判平成 16 年 10 月 27 日（判時
1877 号 40 頁）。本件は，一審判決から最高裁判決に至るまで，判例評釈が極めて多いため，ここでは
一部の紹介にとどめたい。たとえば大塚直 NBL834 号 4 頁以下 (2006 年 )，淡路剛久「民法 709 条の
法益侵害と最近の三つの最高裁判例（下）」曹時 61 巻 7 号 12(2164)頁以下。高裁（二審）判決について，






























































































さらに，京都地判平成 22 年 10 月 5 日（判時 2103 号 98 頁）がある。原告は，景観につ
いて「人間生活を取り巻く環境の投影」またはそれ自体として，「人間生活の質に物心両
面にわたって直接影響を与え」，人格形成の一部となるものと定義した。そして，この定
義は，個人の人格形成と発展につながるとした。すなわち，景観が阻害されることにより，
人格形成と発展が阻害され，それにより損害が発生したということになろう。
・特化した景観の利益
国立事件の最高裁判断により，個人において，一定の条件下であれば，良好な景観を享
受する利益があることが明確となった。一定の条件のうち，注目すべきは，これが「良好
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な景観に近接する地域内に居住し，その恵沢を日常的に享受している者」に限定されるこ
とである。
「良好な景観」の基準は，主観的な判断に頼るところが多い。景観維持保全の経緯や，
当該地域の特質性が明確，あるいは特徴的ではない場合，「良好な景観」とは判断されな
い可能性がある。このことは，多くの判例において，周辺住民の貢献や自治体による政策
が取り上げられ，判決もその点に着目することなどからも明らかである。はたして，「良
好な景観」あるいは，守るべき景観の基準はどこにあるのであろうか。
景観を，その性格や性質に則し，歴史的景観，文化的景観，自然的景観などとして，そ
れぞれの特化した景観の保護を訴えることがある。このような特化した景観と，良好な関
係はどのような関係にあるか。さらに，特化した景観もまた，個人の保護法益となりうる
のであろうか。次稿における課題としたい。
おわりに
これまで見たように，景観をめぐる問題は，特定地域において，当該地域に関わる人び
との間に生じる。ここに生じる問題は，住民の地域に対する感情や法的意識，国，自治体
の政策，さらに地域に関与しようとする第三者の思惑などがあいまみえることにより，さ
らに複雑化する。
そして，文化的景観では，文化財保護法や景観法といった法規範が，（当該地域の）人
びとの生活に多大な影響を与えている。一方で，個人の法的利益としての景観は，民事訴
訟上，必ずしも確立していない。しかし，両者は決して乖離した問題ではないというのが，
本稿がこれまでに得た知見のひとつである。
文化的景観は，景観という語に集約される，風景のなかの一事柄に過ぎない。しかしな
がら，文化的景観といわば枠づけをされることにより，人びとと景観を取り巻く状況はさ
らに変化し，問題が多様化していることも確かである。
この問題について，本稿の検討課題に沿いながら，次稿において，検討を深めたい。
